
〔間〕

昭和 50年度 (問題)

次のA，B-I>"よびCのいずれか一つを選んで解答せよ。

A 4問中5間選択

A-1. 事業方法書K定める被保険者 1人Kついての最高偽換金額を超過して保険契約が成立

した場合の法律上の効果を当該契約台よび当該会社K区別して述べよ。ただし，当該契

約はその他の事項についてすべて合法的K成立したものとするo

A~ 2. 次の条文は責任準備金K関する保険業法施行規則の条文である。文字の欠けている部

分を補充せよ。

第 29条 生命保険会社ハ其ノ生命保険契約ヲ①口口口ニ付シタノレ場合ニ於テモ之ニ

対スル②口口口口ロァ積立ツノレコトヲ要ス 但シ③口口口口口口ロア受ク其

ノ④口口口口コロア積立テザノレコトヲ得

第 30条 生命保険契約又ハ其ノ⑤口口口口口ニ対スノレ⑥口口口口口ハ之ア⑦口口コ

口口口及③口口口つ口口ニ区別スノレコトア要ス 但シ之ア区別スノレコト能ハ

ザJレモノニ付テハ此ノ限ニ在ラズ

第 31条 前条の⑨口口口口口口ハ⑬口口口口口ニ依リテ計算シタノレ額ヲ下ノレコトア

得ズ 但シ生命保険契約ニシテ契約後⑪口ロア経過セズ且⑫口口口口口期間

内ニ在Jレモノニ対スノレ⑬口口口口口口ニ付テノ、此ノ限ニ在ラズ

② 保険会社ハ保険業法第 10 0条ノ規定ニ依ノレ⑭口口口口口ノ管理又ハ⑬口

口口口口ノ命令アリタノレ場合其ノ他⑮口口口コ口口口口口ニ於テハ前項ノ規

定ニ拘ラズ⑫口口口口口支障ナキ範囲内ニ於テ⑬口lコ口口口口ロァ受ク⑬口

口口口口口其ノ他ノ方式ニ依リ@口口口口口口ノ計算ア為スコトア得

A-3. r保険募集の取締に関する法律」第 10条(生命保険募集人の行為の制限)について

述べよ。

A-4. 次の語句Kついて説明せよ。

(1) 生命保換会社の他業の制限
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〔問〕
(2) 監査役の職務権限

B 4問中5問選択

B -1. 預金と合同運用指定金銭信託との相違点をいくつか挙げ，それぞれについて説明せよ。

B-2. 信託の終了について知るととろを記せ。

B-3. 労働協約による退職金制度の 50 婚を適格退職年金制度K移行する場合の税制上の取

扱いKついて

(1)事業主 (2) 加入者 (3) 受給者 のbの公のに分けて述べよ。

B -4. 厚生年金基金忙なける年金経理K属する総資産から生ずる運用収益について，そのー

部は業務経理へ繰入れることが認められているが， 乙れK関する厚生年金基金規則金よ

びそれに準拠する監督官庁の指導の内容を述べよ。

C 4問中5間選択

Cー1. r損害保険料率算出団体K関する法律Jvc.基づく料率算出b よびその運用の仕組を，

私的独占禁止法との関連にないて説明せよ。

c-2. 保険業法第 86条準備金(評価・売却損益に関する積立金)について説明せよ。

C-3  被保険利益の意義b よびその種類Kついて簡単K述べよ。

c-4. 比例損補の概念を記し，その根拠左いし必要性について所見を述べよo
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昭和 50年度 (解答)

A-1 

(1) 事業方法書は，保!倹会社が営業する場合の準則(例えば営業地域，保険種類等)を定めた

ものであり，保険会社がこれKよって事業を行い，監督官庁がこれKょっτ監督を行う内部

的左規定である。

事業方法書は，契約者K対する拘束力を有する約款，定款とは異左る。

(2) 当該契約は事業方法書違反であっても，契約上問題が左ければ，契約そのものは有効であ

り，契約者なよび保険金受取人は，契約に関する権利を主張し，義務を履行することができ

る。

(3) 事業方法書違反があるというととKついて，契約上とは別托，保険業法の効果を考えなけ

れば在ら左い。

保険業法第 12条第 1項では次のように規定しているo

「保険会社ガ法令，主務大臣ノ命令若ハ第1条第2項ニ掲グル書類ニ定メタル特ニ重要ナノレ

事項ニ違反シ叉ハ公益ア害スベキ行為ヲ為シタノレトキハ主務大臣ハ取締役若ハ監査役ノ解任

若ハ事業ノ停止ア命ジ叉ハ事業ノ免許ア取消スコトヲ得」

従って，事業方法書K定める最高保険金額を超えて引き受けた行為が，事業方法書K規定

する特に重要左事項K違反するか判断し，違反すると在ればその命ずる一定の効果を受け女

ければ左ら左い。

A-2 

① 再保設 ② 責任準備金 ③ 大蔵大臣ノ認可 ④ 全部叉ハ一部 ⑤ 再

保険契約 ⑥ 責任準備金 ⑦保険料積立金 ③ 未経過偽食料 ⑨保険料

積立金 ⑬ 純保険料式 ⑪ 5年 ⑫ 保険料払込 ⑬ 保険料積立金 ⑬ 

業務及財産 ⑮ 契約ノ移転 ⑮ 特別ノ事情アノレ場合 ⑫ 保険数理上 ⑮ 

大蔵大臣ノ認可 ⑬ 営業保険料式 ⑫ 保険料積立金
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A-3 

生命保険契約の募集は，登録した生命保険募集人のみがこれを行うととができるのである

が，第 10 条は，一方 I(ct~いては，保険会社の側から，他方K長いては.生命保険募集人の

側からする規則陀より，いわゆる乗合を禁止するものとし 1人の生命保険募集人が2つ以

上の生命保険会社忙所属することの左いよう托するととも~. 1人の生命保険募集人が2社

の生命保険会社から募集の委託をうけるととができ左いζとを規定しているo

A-4 

(1) 生命保険会社は，他の事業を営むととができまい。しかし，信託業法K拘らず，主務大臣

の認可を受け，支払う保険金につhて，信託の引受をする ζとができるn

これは，保険以外の他の事業を兼営するととを制課し，保険事業に専念させるものである。

(2) 

付) 次の事項を調査し，創立総会K報告し左ければ左ら在い。(商法第184条)

① 会社の設立陀際し，発行する株式の総数の引受けがあったか否か

② 発行価額の全額の払込なよび現物出資K関し，払込期日Kその財産の全部の給付が左

されたか否か

(ロ) 取締役会K出席し意見を述べるととができる白 (商法第26 0条の3) 

判取締役の職務の執行を監査するo (商法第274条)

件) いつでも取締役K対し営業の報告を求め，または会社の業務なよび財産の状況を調査す

ることができるロ (向上)

(討取締役が株主総会K提出せんとする議案公よび書類を調査し，法令もしくは定款に違反

し，または著しく不当左事項があると認めるときは株主総会Kその意見を報告し左ければ

走ら在い。(商法第275条)

(吋 会社または子会社の取締役または支配人その他の使用人を兼ねることができ左い。(商

法第276条〉

(ト) 会社主たは第三者K対して損害賠償の責に任ずべき場合Kないて，取締役もその責K任

ずべきときは，監査役bよび取締役は連帯債務者とするo (商法第 278条〉
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B-1 

預金は民法の消費寄託(第 666条)の一種であり，合同運用指定金銭信託は信託法K定め

る信託(第 1条)の一種であるから，法律上両者Kは非常左差違があるが，共K金銭の授受を

要件とする要物契約であることと，特K定期預金と合同運用指定金銭信託Kついては，両者共

に剰殖を主たる目的とする貯蓄性資金である上rtL，信託業法では後者K元本補撲なよび刺益補

足の特約が認められるため.両者が同様のものと考えられ易い。そζで両者の相違点を明らか

比すると次の様K左るo

1. 運用制限:銀行は預金者から受入れた預金をどの様K使用するかは自由であるが，合同運

用指定金銭信託rtL.i，.，.いては，受託会社は信託契約Kよって指定された違用方法に従って，受

託した金銭を運用し左ければ左ら左い。

2. 運用義務:銀行は預金者K対し，元本と約定利息とを返還すれば債務を免れるのであって，

その間必ずしも受入れた金銭を運用する義務を負うものでは左い。とれに対し，受託会社は

受託した金銭を単に保管するだけでなく，受益者の利益と在る様に運用し左ければ左ら左い。

3. 預金利率と配当率:預金利率は預金契約締結時K催定するが，金銭信託の配当率は原則と

してその決算時または終了時に確定するo

4. 分別管理:銀行は預金を自己資本むよび他の預金等と合同して使用できるが，金銭信託で

は受託会社の自己資本とは勿論のこと，銀行業務を営む場合は，預金なよび借用金等とも分

別管理されるだけでなく，金銭信託相互間でも，運用方法が同じ場合忙のみ合同運用が許さ

れるに過ぎ左い。

5. 元金の返還:銀行は預金者K対し預金と同額の金銭を返還し左ければ左ら左いが，金銭信

託の場合は，元本補填契約(特約)が左された場合は預金と同じK在るが，乙の特約が左い

場合は，受託会社K善良左る管理者の注意義務K欠けるところが無い限り，信託財産K欠損

が生じ元本を割ることがあっても，補填する義務は無い。

6. 存続期間の確定:預金は普通預金なよび当座預金のi僚に期限を定め左いものがあるが，金
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銭信託の場合は必ず存続期間を定めねば走ら左い。何年何カ月という定め方に限らず， r受

益者が成年に達したとき」とか「学校を卒業したとき JT結婚したとき」等と定めても差支

え左く，また最短期間の制限が適用される。預金よりも金・銭信託の方が長期性のものである

ととはいうまでも左いロ

1 時効:預金は商事上の債権であるから，商法第522条陀より 5年間で消滅時効が完成す

るが，金銭信託については，信託終了後の信託財産返還請求権の消滅時効は 20年間であり，

また収益請求権の消滅時効も 20年間と解される。

8.預託金額:現在，普通預金は1円以上，定期預金は 1口100円以上であれば銀行はその

預金を受入れている。これに対し合同運用指定金銭信託は5，0 0 0円以上とされているo

9. 特約:預金契約Kは原則として特約が附加される ζとは左いが，金銭信託では特約が附加

される ζ とが少く左い。預金の場合には預金者の特殊あるいは個性的目的は考慮、の外にある

という建て前をとっているが， ζれに対して金銭信託の場合には，委託者の特殊あるいは個

性的目的を考慮するという建て前をとる(信託の成立には，信託の目的が左くてはまらない

とされている。)ととから生ずる相違である。

10. その他:上記のほか，金銭信託Kヲいては，一般信託財産と同様に信託法の保護規定が適

用されるo 特に注意すべきものは次の通り。

ケ) 強制執行なよび競売の禁止(第 16条)

付) 相殺の禁止(第 17条)

(ウ) 物上代位性(第 14条)

B-2 

1. 信託は次の場合に終了するo

fア) 信託行為(信託契約)~定めた事由が発生したとき(信託法第 5 6条〉

村) 信託の目的を達したとき， もしくは達することができ左く在ったとき(同条)

例えば学資金K充てる目的の信託忙ないて，受益者が死亡した場合は， r達することが
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でき左く左ったとき J~当る。

り) 信託が解除されたとき。…… ζれについては 2.で説明するo

2. 信託の解除は次の場合托生ずる。

(ア) 信託行為K定めた解除事由が発生したとき(同 59条〉

付) 委託者が信託利益の全部を享受する場合~.委託者又はその相続人が解除権を行使した

とき(同 57条)……「委託者が信託利益の全部を享受する場合」とは，委託者が信託元

本在らびに信託収益の受益者を兼ね，かつ他K受益者が存在し左い場合を指す白

り) 受益者が信託利益の全部を享受する場合~，信託財産K よらなければその債務を完済で

きないとき，その他やむを得左い事由K基づき，受益者又は利害関係人が裁判所K信託の

解除を請求し，裁判所がこれを認めたとき(同 58条)

信託の解除の効果はそれ以前K遡及せず，将来K向つてのみ効力を生じ(同60条)上記

付)り)の場合，信託財産は受益者K帰属するo (同 61条)

3. 信託終了の場合，信託行為K定めた信託財産の帰属権利者が無いときは，その信託財産は

委託者又はその相続人K帰属する。(同 62条〉

4. 公益信託終了の場合K於て，信託行為K定めた帰属権利者の無いときは，主務官庁はその

信託の本旨K従い，類似の目的のために信託を継続せしめることができるo (同 τ3条)

5. 信託終了の場合Kは，受託者は信託事務の最終計算を左し，受益者の承認を得左ければ左

ら左い。との場合~.受益者又は信託管理人がその最終計算を承認したときは，受託者の受

益者K対する責任は，これによって解除されたものとみ左されるo (同 65条)

B-3 

(1) 事業主

① 適格退職年金制度への掛金の全額損金算入

け) 第 1拠出金(通常掛金)

付) 第 2拠出金(過去勤務債務償却のための掛金)
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年額として (a)過去勤務債務総額の 20弼(定額償却Kよる場合)

又は (b)未償却過去勤務債務残高の30弼(定率償却)

の限度がある。

② 5 a弼移行による退職給与引当金との調整

(ア) 移行年度K長ける「要支給額の発生額JD調整

移行年度の要支

給額の発生額

移行年度末の新

規定の要支給額

新規定Kより仮定計算

した前年度末要支給額

前年度末要支給額を旧規定 (100%)のままで計算すれば，前年度末の方が当年度

末よりも大きくまり，後記の調整前累積限度超過額が生じ在い場合でも，まったく繰入

が出来左く左るクースが多く在るので，この調整が認められる。

(イ) 移行年度以降~j，..ける「累積限度額」の調整

移行により要支給額が滅少し，従って要支給額の拾である累積限度額(調整前累積限

度額)が減少するので，引当金残高がこれを上回る(調整前累積限度超過額が生ずる)ク

ースが考えられ， ζれを一挙K取崩さねば左ら左いとすると，多額左益金算入と走ると

とが考えられるため，次の様左調整が認められている。即ち，移行翌年度からの毎事業

年度末にないての累積限度額は，次の{a1 (b)の何れか低い方の額とするととができる。

(a) 繰越退職給与引当金額…-・期中の退職金支給等，法令Kよる取崩し後の金額

(b) 調整後の累積限度額

年度末になける 移行年度末の 8 4ー(移行の翌年度初から)
当該年度末までの月数

新規定による調十調整前累積限

整前累積限度額 度超過額
8 4 

制移行割合が少し期中退職金支給による取崩しが多額Kあった場合には，移行年

度末K合いて.調整前累積限度額よりも繰越退職給与引当金額の方が小さいことも

あり得るo 左j，..8 4は7年を示す。

この累積限度額の調整は，上記(a)の残高が(b~O額を下回る年度の前年度まで行左ラこ

とが出来，調整を行左う間は退職給与引当金の繰入れは認められ左い白

(2) 加入者

退職金の 50 領移行の際~，適格退職年金制度を非拠出制(事業主のみが掛金負担を行左
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う制度)とした場合は，加入者比ついての税制上の取扱いは特に変る処は左い。

退職金移行部分のほかに，加入者本人の掛金負担による部分を設けた場合，即ち拠出制を

採用した場合Kは，下記のと公り，加入者負担掛金Kついて，生命保険料控除として年間所

得からの所得控除が認められるο

(ア) 所得税K関する生命保険料控除

① 年額 25千円以下……....・H ・..…・全額

② " 2 5千円超50千円以下…… 25千円+( 2 5千円超の金額 )xす

③ " 5 0千円超100千円以下…・・37，500円十(5 0千円超の金額 )x土

④ " 100千円超・H ・H ・..…'"・H ・..5 0千円

(イ) 地方税に関する生命保険料控除

① 年額15千円以下...・ H ・.....・ H ・..…全額

② " 1 5千円超40千円以下…… 15千円+( 1 5千円超の金額 )xす

③ " 4 0千円超…-………-……・・ 27，500円+( 4 0千円超の金額)x土

ただし上限は35千円

制 年聞の支払生命保険料の中vc.適格年金掛金の加入者本人負担分を含めて，所得控除す

ることが認められるというととであり，適格年金契約が信託契約である場合にも，生命保

険料控除と在る。

(3) 受給者

退職金制度K残された 50%部分については従来と取扱いの変る処がまい。年金制度K移

行した 50%部分についての取扱いは給付の種類男Ijvc次のと金りと左るo

け) 退職年金

① 所得税課税上は給与所得として取扱われる白

② 拠出制の場合，本人負担掛金相当部分として，次の算式で計算される額が控除され

る。

本人負担掛金額
控除額=その年K支給される年金額×

支給(又は同見込)年金総額

③年額60万円未満は源泉徴収不要

(イ) 退職一時金

① 退職所得として課税上取扱われる。
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B-4 

② 拠出制の場合，本人負担掛金累計額そのものが控除される。

③ 退職年金を一時金選択した場合も退職所得として取扱われる。

(ウ)遺族年金，遺族一時金

① 死亡退職忙よる場合，退職金とみ左して相続税課税対象と左るo

② 退職後の死亡Kよる年金及び年金受給中死亡による打切り一時金の場合，定期金と

み左して相続税課税対象と左る。

(上記の通り，遺族給付Kは相続税が課され，所得税非課税である。)

1. 厚生年金基金規則第 42条は次の通り定めている。

「基金は毎事業年度，年金経理K属する資産から，前事業年度vcj;，~いて生じた運用収益の額

が，当該資産を年5分 5厘で運用したとした場合の額をζえる場合であって，厚生大臣の定

める額を上回るときは，当該上回る額を限度として，年金経理から業務経理K繰入れること

ができるo J 

2. 監督官庁の指導の内容 (47.1.21年発76号及び年企発4号)

tァ) 繰入れができる基金の範囲

第 1回自の再計算を完了した基金であって次の条件を充たしているもの。

① 再計算結果又は決算結果Kよって掛金引上げが必要とされた場合，その処理を完了し，

当該再計算文は決算の基準日の 1年後K行左う決算日vcj;，~いて，それ以上の掛金の引上

げを必要とし左く左った状態にあるもの。

② 過去勤務債務を有する場合には，当初文は給付改善等の後発債務発生時の予定償却年

数から，直近の再計算までの経過年数を控除した年数で，過去勤務債務を償却出来るこ

とが，当該再計算の際計算されているもの。

③ 財政再計算が，当局の指示した基礎数値(死亡率は第 12回国民生命表K基づいたも

の〉忙よってまされているものo

(イ) 繰入れができる運用収益の限度額

次の(a)X(b)+(c)X(d)の額……各数値は，予算編成の際の直近の決算忙なける実績として

判明した値であること。
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(a) 年6.5弼(最近の改正で6.2弼)をこえる運用収益から，信託報酬，保険事務費，特

Bil色人税を控除した額 / 

年金経理の総資産ー最低責任準備金
(b) 

年金経理の総資産

(d 年 7.3弼(最近の改正で7.0弼)をこえる運用収益から，信託報酬，保険事務費，特

別法人税を控除した額

最低責任準備金
(d) 
年金経理の総資産

制 ① (b)が O又は負数のときは限度額は0とする。

② (総資産ー限度額)く最低責任準備金 と在るときは

(総資産ー最低責任準備金)を限度額とする。

③ 年金経理の総資産=信託資産+保険資産十流動資産一流動負債ー支払備金

④ 6.5仇 7.3弼等の運用収益を計算する際使用する平残には，流動資産，流動負

債，支払備金を含ま左いとと。

り)運用収益の使途，繰入れ要領

① 業務経理の事務費掛金の引下げに使用することは原則として認めない。

② 業務経理K繰越剰余金がある場合は， これで賄うことを優先し，それでもな金不足す

る場合K始めて運用収益の一部を充てるようKすること。

③ 運用収益の使途は次のものK限定される。(最近の改正により，使途制限が緩和され

ている……後記参照)

(a) 事務の機械化合理化K必要左経費

(b) 給付改善のための調査研究K必要左経費及びその周知普及K必要左経費

(c) 加入員，受給権者K対する基金制度の啓蒙K必要左経費であって，経常的で左いも

の

(d) 基金事務所の災害復旧，移転等臨時的な事業K要する経費であって，運用収益を繰

入れるKヲき，やむを得左い事情ありと都道府県知事が認めたもの

件) 最近の改正 (51.1.23付内翰 )vcついて

①繰入れができる運用収益の限度額の拡大

(a) 最低責任準備金をこえる資産に対応する運用収益部分

6.5掃をこえる運用収益→ 6.2%をとえる運用収益
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C-1 

(b) 最低責任準備金に相当する資産に対応する運用収益部分

7.3掃をとえる運用収益→ 7.0婦を ζえる運用収益

②運用収益の使途の拡大

(a) 機械化合理化等の経費K限らず，広く運用収益を充てる ζ とが，次の条件付きで出

来るとととされた。

ケ) 当該事業年度K見込まれる業務会計の物件費の 25掃を限度とすること。

付) 事務費掛金を引き下げすることとしてい在いこと。

り) 業務会計K繰越剰余金があるときは，当該剰余金を優先使用するとととしている

とと，ただし，当該事業年度vr.j;，."ける業務会計の費用の2/12( 2カ月分)に相当

する程度の繰越剰余金は引続き保有しでも差支え左い。

(b) 事務の機械化合理化K必要左経費Kついては，臨時的まもののみで左く，経常的左

経費についても使用できることとし，その場合は(a)の限度額(物件費の 25弼)の枠

外とされた。

(c) 次年度以降K不動産の取得を伴う福祉施設事業を実施しようとするときは，毎年度，

当該事業年度忙j;，."いて使用できる運用収益の額を限度として，年金経理からの繰入れ

を行まい，当該事業の実施K際し，その積立てられた額を使用することができること

とされた。

(d) 年金受給者の福祉の向上をはかるため特に配慮する必要ありと認められる場合は，

福祉施設会計~j;，.，，~て，運用収益をもって充てられる一時金を特別K支給する措置を

講ずることができるとととされた。 (ζの場合はその内容等を，あらかじめ当局に協

議することが必要である。)

私的独占禁止法の趣旨は経済のあらゆる分野忙ないて貫徹されなければ左ら左いが，損害保

険料率については，競争の制限を必要左らしめる特殊の事情がある。す左わら.

(1) 損害保険は，コストが事後的にしか判明し左い事業であり，事前Kはコストは統計的確率

に基いて理論的K予測される K過ぎ左い。従って，価格(料率)の決定を各保険者の無制限

左自由競争に任せるときは，コストを下廻る料率引下競争が生じ，保険者が支払不能忙陥っ
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て多数の被保険者に不担117.)損失を与えるお、それが大きい口

(2) 危険の分散を十分に行左うためには，共同保険公よび再保険機構が必要であるが，これら

を円滑に運営するためKは，各保険者の料率bよび契約条件が統一されているととが望まし

し')。

(3) 前記の統計的確率を把握するためには，広く全業界の統計資料を集めることが必要であり，

とのためKも各保険者の協力を要-ずるo

よって，保険業法は，海上保険，航空保険，自賠責bよひ守地震保険Kついて独禁法の適用

を原則的K除外している(第12条の3) 0 また，その他の種目についても J r損害保険料

率算出団体K関する法律J(以下「料率算出団体法」という)~よる特殊の取扱の道が開かれ

ている。

料率算出団体法によれば 2以上の保険会社は大蔵大臣の認可を得て損害保険料率算出団

体(以下「料率団体」という)を設立でき(第 3条)J ζの料率団体が統計資料等を整備し

たうえ会員会社の使用すべき保険料率を算出する。保険会社または料率団体がこの法律K基

いて行在う正当左行為Kついては独禁法は適用され左い(私的独占の禁止なよび公正取引の

確保に関する法律の適用除外K関する法律第 1条第 4号)。また，事業者団体が競争制限的

行為等をすることを禁止している独禁法第8条の規定は，料率団体には適用され左い〈同第

2条第 2号テ)。

料率団体の算出する料率は，合理的かつ妥当なもので左けれは去らず，また不当に差別的

左ものであっては左ら左い(料率算出団体法第 9条)。料率団体は，算出した料率陀ついて

大蔵大臣の認可を受け左ければ左ら左い(同第 10条)。料率団体が料率の認可を受けたと

きは，会員会社自身がその料率につき保険業法第10条第 1項の認可(基礎書類変更の認可)

を得たものとみ左される(同第 10条の4第 2項)。また，会員会社はその料率を遵守する

義務を負う(同第10条の 7)。会員会社が料率遵守義務に違反したときは.基礎書類K定

めた事項の違反として，保険業法第12条の処分の対象と左る。

料率団体による料率算出K当っては，会員会社中少数会員や弱小会員の意見が無視され，

または保険契約者の利益が害されることが防止されなければ左ら左い。このため，料率算出

団体法には，利害関係人の異議申立，公開聴聞，利害関係人の資料閲覧権等K関する規定が

設けられているo また，料率団体は，官報室たは日刊新聞への公告によって料率の周知をは
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かる義務を負っているo

との法律による料率団体としては，現在のととろ，損害保険料率算定会と自動車保険料率

算定会とのこつがあり，これに国内全社訪功日入しているロ しかし，法律上は前述のように全

社の加λは必要でなく，アウトサイダーが2社らL上集まって別個の料率団体を設立すること

も可能であるo

C-2 

保険会社は，財産の評価換をたは売却によって計上した矛l溢がとれによって計上した損失を

超えるときは，その差額を準備金として積立て左ければまら左い(保険業法第86条)白乙れ

を第86条準備金と称しているo

保険事業については，その公共性にかんがみ，支払能力の確保がとりわけ要請される。本条

は，このため，保険会社の資産内容を堅実にする手段のーっとして設けられた規定であるo す

まわら評価益・売却溢の知きは臨時的左利益K過ぎず，別の年度には評価損・売却損の発生

もあり得るのであるから， とのようま3利益についてはその社外流失を防ぎ，またこれを契約者

配当や株主配当Kあてるための不健全左競争の発生を避け，これを社内K積立てて経営の安全

をはかろうとするものであるo

との準備金は，欠損の損補にあてる場合，または財産の評価損・売却損が評価益・売去陪主を

超えるときその差額の損補Kあてる場合のほかは，取りくずすととができ左¥A(同法第87条)。

ただし，特に主務大臣の認可を得た場合は，その全部または一部を積立て左いととまたはとれ

を取りくずすととができるo

第86条準備金は，利益処分陀よって積立てられるものでは在く，それ忙先立ち損益計算上

算出されるものである。しかし，税法上は損金処理を認められてb らず，制度の趣旨が一貫し

左いという問題を残している。また，売却益等に対する税金を支払っても，積立額は売却益等

の全額(当該税額を控除した残額では左く)とすべきであるとされているので、，(注1)との会計

処理の結果決算上の損益が実態よりも悪くあらわれ，決算が苦しく在る場合もあり，ひいては，

会社が資産運用上売却益の生ずべき株式投資や不動産投資を避けることも生じ得る。

実際問題としては，有価証券投資による capitalgainが恒常的K発生している現状の下

で無制限に第 86条準備金を積立てることが妥当かどうかという疑問があり， これを責任準備

金の積増しまたは契約者配当準備金への繰入れKあてるべきであるとの議論もある。(注2)また，
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近年，変額保険，調整年金等に関連して capitalgainの契約者還元の問題が生じてbり，

その検討が今後の課題と在っている。

在おお，保険業法第 86条と別VC，同法第 84条なよび同法施行規則第 26条の2VC次のよう

に定められているo す左わち，取引所の相場のある株式Kついては，主務大臣の認可を得て，

商法第 28 5条の 6(原価主義)の規定にかかわらず，時価以内で取得価額を超える価額を付

すことができる。乙の場合の評価益は，責任準備金または契約者配当準備金として積立てる ζ

とを要する。この規定の趣旨は，株式K相当の含み益がある場合はζれをある程度保険契約者

K還元する道を聞いて卦くのが適当であるというととにあわ第 86条の規定を部分的に緩和

しているものといえる(特VC.相互会社の場合， とのよう左道が開かれてい左ければ，含み益

は会社解散時の契約者K一時に分配される結果と左る)。

制 この試験施行後，昭和 51年 3月 31日付大蔵省銀行局長通達Kよって，第86条準備金

の積立をし左いことにつき主務大臣の認可を受けることができるものの範囲が定められた。

そのーっとして， r第86条準備金の積立てのために要する法人税等相当額」が挙げられて

公り，売却益等に対する法人税，都道府県民税b よび市町村民税の額を控除した残額を積立

てればよいこととまって，前記(注 1)の問題の解決がはかられている。また，他のーっと

して， r社員(契約者)配当準備金に繰入れる額」が挙げられて卦り，前記(注2)の問題

への対応がはかられている (ζれは，一般資産と区分経理されている長期保険関係の資産の

運用Kよって売却益等が生じた場合比とれを契約者K還元することを認める措置である)。

C-3 

損害保険契約は損害の填補を目的とするものであるから，保険の目的が被災する乙と Kよっ

て被保険者が経済上の損害をこうむる関係にあることが必要であるo換言すれば，被保険者は，

保険の目的Kついて，それが被災することによって失われるべき左んらかの経済的利益をもっ

てい左ければ左ら左い。保険の目的と被保険者とのこのよう在関係，左いしは，被保険者が保

険の目的について有するとのよう左経済的利益を，被保険利益というo

保険の目的Kついて被保険利益をもた左い者は，その物Kっき自ら被保険者とまって保険契

約を締結するととができ左い。もし， これを認めれば，その契約は保険でまく賭博と左り，故

意による事故招致左どの社会的弊害を生ずるo r利益左きところに保険左し」といわれるゆえ

んである。
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商法は被保険利益のととを「保険契約ノ目的」といい，これを「保険ノ目的J(物自体)

と区別しているo 被保険利益は，法律上のもので左くてもよく，事実上のものでさしっかえ左

いが，金銭K見積りうるもので左ければ左らず(商法第 630条)，単在る感情的利益のよう

左ものは被保険利益に左り得左い。また被保険利益は適法なものでなければ左ら左い。さらに，

被保険利益は確定できるもので左ければ左ら左い口

被保険矛u益の価額が保険価額である。保険金額が保険価額を超える場合，超過分は無効とさ

れているが(商法第 63 1条)J とれは被保険利益の前述の性質Kよる。

被保険利益の種類としては，大要次のものがあげられる。

(1) 積極的利益

付) 所有者刺益一物の所有者としての被保険利益(最も普通の被保険牙u益)

加) 収益利益-一被災のためその物からの収益が得られ左く在ること Kよって損失をとうむ

るという場合の被保険刺誌刺益保険は乙れを対象としている。

付 担保権者利益ーー担保物が被災した場合1tC，被担保債権の弁済を得られ左く左ること K

よって損失を ζ うむるというときの被保険利益。債権保全火災保険はこれを対象忙し

ているo

(2) 消極的利益

付) 責任剰益一一事故の発生により他人K対して損害賠償責任左どを負うととKよって損失

をとうむるという場合の被保険利益。賠償責任保険はとれを対象としている。

(o) 費用利益一一事故の発生Kより特別の費用を支出し左ければ左ら左いため損失をこうむ

るという場合の被保設利益。船舶・貨物保険医台ける教助費の担保，住宅・庄舗総合

保険K卦ける臨時費用の担保左どは， これを対象としている。

c-4 
保険金額が保険価額K不足する場合，損害損補額は次の算式によって算出される。

保険金額
損害額 x 損害損補額

偽換価額

とれを比例填補の原則という。 ζの原則は，商法第 636条 K定められて台り(任意規定)， 
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賠償責任保険，傷害保険等を除くほとんどすべての損害保険に適用されている。

との原則の必要とされる理由は次の如くであると考えられるo

(1) 被保険者聞の公平性

今，甲乙両人が共K価額 500万円の建物をそれぞれ付保したとするa 甲は保険金額を

5 00万円として10，0 0 0円の保険料を支払い，乙は保険金額を 250万円として

5，0 0 0円の保険料を支払ったとするo との建物が共K被災し，損害額がどちらも 200万

円であったとすれば，比例損補を行左わ左い場合甲乙両人とも保険金として 20 0万円の支

払を受けるo ζのととは.甲の半分の保険料しか支払ってい左い乙が甲と同じ額の保険金を

受領する ζ とを意味するo これに対し，比例損補を行まえば，受領保険金は甲 200万円，

乙 10 0万円と左仇支払保険料K比例する。

上記の不公平は分損の場合にのみ生じ，損率が全損に近づく Kつれて不公平の度合は減少

するo しかし，損害件数の大部分は分損である乙と K留意を要するo

~) 料率算定上の合理性

比例損補を行左わない場合は，物的損害の状況は同じでも.付保割合(保険金額の保険価

額K対する割合)が小さいほど損害率(損害損補額の保険金額K対する割合)は高くまる。

従って，所定の保険料率は，ある水準以上の付保割合を前提としてはじめて採算の合うもの

と左り，料率の適否は現実の付保割合の変動によって左右されざるをえず.保険経営は不安

定と左るo また， とのように損害率が付保割合に依存する結果，損害統計の分析に支障を生

じ，料率を科学的に算定しKくい。これに対し比例撰補による場合は，損害率は物的損害

の状況をより直接K反映するので， ζのよう左不合理を生じ左い。

n インフレーションに対する順応性

インフレーションの場合，保険金額を物価上昇K応じて刻々に引上げてゆくことは困難で

あるから，付保割合は低下せざるをえ左い。従って， もし比例損補を行なわ左い場合は.上

記(2)ttt述ぺた矛盾が端的にあらわれる。

左;j;，""，比例損補原則を適用する場合は，そうで左い場合よりも，名目上の保険料率が低く

なることは理論上当然であるo

実際問題としては，比例損補の原則は一般大衆にやや理解しKくし誤解やトラフソレの原
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因とまる ζとが多いロまた，ある種の物件Kついては，実務上比例模補の原則を十分に適用

しにくい場合もあるようである。とのため，物件の性質等によっては，比例填補の原則につ

hてある程度の緩和措置を講じるととは妥当といえる。しかし，基本的には，比例填補の方

式は前述のよう左合理性を有し，国際的に長期間の経験を通じて確立された原則である ζ と

が認識されまければ左ら左い。

-227-


	img-730112111.pdf
	img-730112355.pdf



